
 
  平成１７年３月期  個別財務諸表の概要        平成１７年４月２８日 
 
  上 場 会 社 名  大 同 特 殊 鋼 株 式 会 社  上場取引所    東、名 
  コ ー ド 番 号  ５４７１              本社所在都道府県 愛知県 
  (ＵＲＬ http://www.daido.co.jp/) 
  代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 小 澤 正 俊 
  問合せ責任者 役職名 総 務 部 長 氏名 川 崎 常 次   ＴＥＬ（０５２）２０１―５１１２ 
  決算取締役会開催日  平成１７年４月２８日       中間配当制度の有無  有 
  配当支払開始予定日  平成１７年６月３０日       定時株主総会開催日  平成１７年６月２９日 
  単元株制度採用の有無 有(１単元1,000株) 
 
                      
 １．１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
  （１）経営成績                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 

 
１７年３月期 
１６年３月期 

  百万円 
２５７，０２７ 
２１３，８４４ 

  ％ 
２０．２ 
２．７ 

     百万円
８，７２８ 
２，８０２ 

   ％ 
２１１．４ 

― 

    百万円 
９，３２１ 
２，３６４ 

    ％ 
２９４．３ 

― 
 

 
当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１７年３月期 
１６年３月期 

   百万円 
  ４，８８０ 
  ３，０４８ 

  ％ 
６０．１ 

― 

円   銭 
 １１ ０８ 
  ７ ０２ 

円   銭 
    ― 
    ― 

     ％ 
  ４．８ 
  ３．２ 

     ％ 
  ３．２ 
  ０．９ 

    ％ 
  ３．６ 
  １．１ 

  （注）①期中平均株式数 １７年３月期 ４３４，２５９，７７３株  １６年３月期 ４３４，３０８，０２８株 
     ②会計処理の方法の変更   無  
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
  （２）配当状況 

１株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額 
（年  間） 配当性向 

株主資本 
配 当 率 

 
１７年３月期 
１６年３月期 

   円  銭 
  ５ ００ 
  ２ ００ 

   円  銭 
  ２ ００ 
  １ ００ 

   円  銭 
  ３ ００ 
  １ ００ 

    百万円 
 ２，１７１ 
   ８６８ 

      ％ 
  ４５．１ 
  ２８．５ 

      ％ 
   ２．１ 
   ０．９ 

 
  （３）財政状態 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 
１７年３月期 
１６年３月期 

     百万円 
   ２９８，２７３ 
   ２９０，８３５ 

    百万円 
    １０４，４９５ 
    １００，０５６ 

      ％ 
      ３５．０ 
      ３４．４ 

       円  銭 
   ２４０  ４９ 
   ２３０  ３９ 

  （注）①期末発行済株式数 １７年３月期 ４３４，２１０，９７２株 １６年３月期 ４３４，２８８，５７６株 
     ②期末自己株式数  １７年３月期     ２７６，７２１株 １６年３月期     １９９，１１７株 
 
 
  ２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 
中 間 期 
通   期 

百万円 
１４４，５００ 
３００，０００ 

百万円 
６，０００ 
１６，０００ 

百万円 
３，５００ 
９，５００ 

    円  銭 
  ２  ５０ 
     － 

    円  銭 
     － 
  ２  ５０ 

    円  銭 
     － 
  ５  ００ 

  (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  21円 72銭 
 
上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によっ 
ては異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連 
結）の添付資料７ページをご参照下さい。 
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１．個 別 財 務 諸 表 等 
 
 
 

    （１）セグメント別売上高 
 
                                      （単位：金額 百万円、増減率 ％） 

    期 別 

 

当    期 

自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

前    期 

自平成15年4月 1日 

至平成16年3月31日 

 

増       減 

 

 ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 金 額 金 額 金 額 率 

特 殊 鋼 鋼 材 
(1,334,967) 

159,133 

(1,274,710) 

133,801 

( 60,257) 

25,332 

 
18.9 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料 27,626 22,230 5,395 24.3 

自動車部品･ 

産業機械部品 
48,281 41,058 7,222 17.6 

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 14,506 10,926 3,579 32.8 

新  素  材 7,478 5,826 1,652 28.4 

計 257,027 213,844 43,182 20.2 

 

う ち 輸 出 高 

（輸出比率） 

31,355 

( 12.2％) 

27,682 

( 12.9％) 

3,673 

(△0.7％) 
13.3 

    （注）特殊鋼鋼材（ ）内は重量でトン。 
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    （２）損 益 計 算 書 
 
                                                （単位：百万円） 

 
科        目 

当   期 
自平成１６年４月  １日 
至平成１７年３月３１日 

前   期 
自平成１５年４月 １日 
至平成１６年３月３１日 

 
増   減 

  （経常損益の部） 
 営 業 損 益 
  営 業 収 益 
   売 上 高 
  営 業 費 用 
   売 上 原 価 
   販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 
  営 業 利 益 
 営 業 外 損 益 
  営 業 外 収 益 
   受 取 利 息 及 び 配 当 金 
   そ の 他 

計 
  営 業 外 費 用 
   支 払 利 息 
   そ の 他 

計 

 
 
 

２５７，０２７ 
 

２２２，７３０ 
２５，５６８ 
８，７２８ 

 
 

２，１９７ 
１，０７５ 
３，２７３ 

 
１，４２１ 
１，２５８ 
２，６７９ 

 
 
 

２１３，８４４ 
 

１８６，２０３ 
２４，８３８ 
２，８０２ 

 
 

１，６３０ 
８７１ 

２，５０２ 
 

１，３９９ 
１，５４１ 
２，９４０ 

 
 
 

４３，１８２ 
 

３６，５２７ 
７３０ 

５，９２５ 
 
 

５６７ 
２０３ 
７７１ 

 
２２ 

△    ２８２ 
△    ２６０ 

 経  常  利  益 ９，３２１ ２，３６４ ６，９５７ 
 （特別損益の部） 
  特 別 利 益 
   投 資 有 価 証 券 売 却 益 
   貸 倒 引 当 金 戻 入 額 
   関 係 会 社 株 式 売 却 益 
   固 定 資 産 売 却 益 
   そ の 他 

計 
  特 別 損 失 
   特 別 退 職 金 
   投 資 有 価 証 券 評 価 損 
   事 業 再 構 築 に 伴 う 損 失 
   固 定 資 産 売 却 損 
   貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
   関 係 会 社 株 式 評 価 損 
   そ の 他 

計 

 
 

３８０ 
１８７ 
２０ 
― 

１５７ 
７４５ 

 
２，１０７ 

３ 
― 
― 
― 
― 

１８９ 
２，３００ 

 
 

１，８７４ 
― 

１，１９５ 
２，１５６ 

３ 
５，２２９ 

 
２，００７ 

９ 
４６９ 
３２ 
７２ 
５ 

１１５ 
２，７１２ 

 
 

△  １，４９４ 
１８７ 

△  １，１７５ 
△  ２，１５６ 

１５４ 
△  ４，４８４ 

 
１００ 

△      ６ 
△    ４６９ 
△     ３２ 
△     ７２ 
△      ５ 

７３ 
△    ４１２ 

 税引前当期純利益 ７，７６６ ４，８８０ ２，８８５ 
  法人税、住民税及び事業税 
  法 人 税 等 調 整 額 

４４ 
２，８４２ 

４０ 
１，７９２ 

４ 
１，０４９ 

 当 期 純 利 益 ４，８８０ ３，０４８ １，８３１ 
前 期 繰 越 利 益 ４，３３２ ５，３３４ △  １，００２ 
利益準備金取崩額 ― ６，４２３ △  ６，４２３ 
 中 間 配 当 額 ８６８ ４３４ ４３４ 
 当 期 未 処 分 利 益 ８，３４３ １４，３７２ △  ６，０２８ 
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   （３）利 益 処 分 案 
 
                                                     （単位：百万円） 

科     目 当   期 
（平成１７年３月期） 

前   期 
（平成１６年３月期） 

増   減 

 

 当 期 未 処 分 利 益 

 任 意 積 立 金 取 崩 額 

   特別償却準備金取崩額 

   圧縮記帳積立金取崩額 

計 

 

 これを次のとおり処分します。 

 利 益 配 当 金 

 

 役 員 賞 与 金 

（うち監査役賞与金） 

 任 意 積 立 金 

   特 別 償 却 準 備 金 

   別 途 積 立 金 

   

 次 期 繰 越 利 益 

 

 

８，３４３ 

３２４ 

８０ 

２４４ 

８，６６８ 

 

 

１，３０２ 

１株につき３円 

７０ 

（  ６） 

３，０８２ 

８２ 

３，０００ 

 

４，２１３ 

 

１４，３７２ 

３９３ 

８４ 

３０９ 

１４，７６６ 

 

 

４３４ 

１株につき１円 

－ 

（  －） 

１０，０００ 

－ 

１０，０００ 

 

４，３３２ 

 

△ ６，０２８ 

△    ６８ 

△     ３ 

△    ６５ 

△ ６，０９７ 

 

 

８６８ 

 

７０ 

（  ６） 

△ ６，９１７ 

８２ 

△ ７，０００ 

 

△   １１８ 
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  （４）貸 借 対 照 表 

 
                                                （単位：百万円） 

科      目 当 期 末 
（平成１７年３月３１日） 

前 期 末 
（平成１６年３月３１日） 

増   減 

（資 産 の 部） 
 流 動 資 産 
   現 金 及 び 預 金 
   受 取 手 形 
   売 掛 金 
   製 品 
   半 製 品 
   仕 掛 品 
   原 材 料 
   貯 蔵 品 
   前 渡 金 
   前 払 費 用 
   繰 延 税 金 資 産 
   短 期 債 権 
   そ の 他 
   貸 倒 引 当 金 
 固 定 資 産 
  有形固定資産 
   建 物 
   構 築 物 
   機 械 装 置 
   車 両 運 搬 具 
   工 具 器 具 備 品 
   土 地 
   建 設 仮 勘 定 
  無形固定資産 
   借 地 権 
   利 用 権 
   ソ フ ト ウ ェ ア 
  投資その他の資産 
   投 資 有 価 証 券 
   関 係 会 社 株 式 
   出 資 金 
   長 期 貸 付 金 
   関係会社長期貸付金 
   長 期 前 払 費 用 
   そ の 他 
   貸 倒 引 当 金 
 

 
   １４０，１９１ 

３，６０２ 
３，１２８ 
５４，０７７ 
５，３８２ 
１６，１８８ 
１４，９９２ 
１２，５８２ 
４，５７４ 

７ 
３８０ 

３，１８６ 
２０，０３８ 
２，０５１ 

△        ３ 
   １５８，０８２ 
(   ９０，９９６) 

２０，１９９ 
５，１９９ 
４９，９８２ 

４７２ 
１，６４２ 
１１，６１７ 
１，８８１ 

(      ３４１) 
１２０ 
４１ 
１８０ 

(   ６６，７４４) 
２７，６９５ 
２４，１２４ 
１，８４２ 

３ 
７，９２４ 
１５３ 

５，２７０ 
△      ２７０ 

 
   １３０，９４１ 

１３，２８８ 
２，５６７ 
４２，１９６ 
５，１７７ 
１４，３１８ 
１３，０２９ 
１１，９３２ 
４，２７９ 

２３ 
５０１ 

１，２７４ 
１９，９２３ 
２，４３０ 

△        １ 
   １５９，８９３ 
(   ９４，２８３) 

２０，９０９ 
５，２８９ 
５２，７３５ 

５４２ 
１，４９６ 
１０，４５２ 
２，８５７ 

(      ２７７) 
１２０ 
４３ 
１１３ 

(   ６５，３３２) 
２６，３９６ 
２４，１０４ 
１，８５２ 
２０１ 

９，３１５ 
１０１ 

３，８３５ 
△      ４７４ 

 
     ９，２５０ 
△    ９，６８５ 

５６１ 
１１，８８１ 

２０４ 
１，８６９ 
１，９６３ 
６５０ 
２９５ 

△       １５ 
△      １２０ 

１，９１２ 
１１５ 

△      ３７９ 
△        ２ 
△    １，８１１ 
(△   ３，２８７) 
△      ７０９ 
△       ９０ 
△    ２，７５３ 
△       ７０ 

１４６ 
１，１６５ 

△      ９７６ 
(       ６４) 

－ 
△        ２ 

６６ 
(    １，４１１) 

１，２９８ 
１９ 

△       １０ 
△      １９７ 
△    １，３９０ 

５１ 
１，４３５ 
２０４ 

 資 産 合 計 ２９８，２７３ ２９０，８３５ ７，４３８ 
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                                                （単位：百万円） 

科      目 当 期 末 
（平成１７年３月３１日） 

前 期 末 
（平成１６年３月３１日） 

増   減 

（負 債 の 部） 
 流 動 負 債 
   支 払 手 形 
   買 掛 金 
   短 期 借 入 金 
   一年内返済予定長期借入金 
   コマーシャルペーパー 
   一年内償還予定社債 
   一年内償還予定転換社債 
   未 払 金 
   未 払 費 用 
   未 払 法 人 税 等 
   前 受 金 
   預 り 金 
   前 受 収 益 
   賞 与 引 当 金 
   設 備 支 払 手 形 
   そ の 他 
 固 定 負 債 
   社        債 
   長 期 借 入 金 
   繰 延 税 金 負 債 
   退 職 給 付 引 当 金 
   そ の 他 
  負 債 合 計 
 

（資 本 の 部） 
 資 本 金 
 資 本 剰 余 金 
   資 本 準 備 金 
   その他資本剰余金 
    資本準備金減少差益 
    自己株式処分差益 
 利 益 剰 余 金 
   任 意 積 立 金 
    特別償却準備金 
    圧縮記帳積立金 
    別 途 積 立 金 
   当 期 未 処 分 利 益 
 その他有価証券評価差額金 
 自 己 株 式 
  資 本 合 計 

 
   １１１，６８１ 

５，８５５ 
４０，８８３ 
３５，０６０ 
４，２００ 
１０，０００ 
３，０００ 

－ 
２，１７４ 
１，４０８ 
４１３ 
３７１ 

３，６５１ 
３１ 

３，１５０ 
５４２ 
９３８ 

    ８２，０９７ 
２０，０００ 
５５，８００ 
６，２１６ 

－ 
８０ 

１９３，７７８ 
 
 

    ３７，１７２ 
    ２８，６８９ 

９，２９３ 
１９，３９５ 
１９，３８９ 

６ 
    ３０，８６８ 

２２，５２４ 
２９５ 

２，２２９ 
２０，０００ 
８，３４３ 

     ７，８３１ 
△       ６６ 

１０４，４９５ 

 
   １２２，０５２ 

５，１９５ 
３５，３９７ 
３３，１１０ 
１，５００ 

－ 
－ 

３６，３９３ 
１，５８７ 
１，７０９ 

４３ 
１１１ 

３，１８７ 
－ 

２，６９０ 
５１９ 
６０６ 

    ６８，７２６ 
２３，０００ 
４４，４５０ 

８４６ 
３５５ 
７４ 

１９０，７７８ 
 
 

    ３７，１７２ 
    ２８，６８２ 

９，２９３ 
１９，３８９ 
１９，３８９ 

０ 
    ２７，２９１ 

１２，９１８ 
３７９ 

２，５３８ 
１０，０００ 
１４，３７２ 

     ６，９４６ 
△       ３６ 

１００，０５６ 

 
△   １０，３７０ 

６５９ 
５，４８５ 
１，９５０ 
２，７００ 
１０，０００ 
３，０００ 

△   ３６，３９３ 
５８７ 

△      ３００ 
３６９ 
２６０ 
４６４ 
３１ 
４６０ 
２２ 
３３１ 

    １３，３７０ 
△    ３，０００ 

１１，３５０ 
５，３６９ 

△      ３５５ 
６ 

２，９９９ 
 
 

         － 
         ６ 

－ 
６ 
－ 
６ 

     ３，５７７ 
９，６０６ 

△       ８４ 
△      ３０９ 

１０，０００ 
△    ６，０２８ 
       ８８５ 
△       ３０ 

４，４３８ 

 負 債 及 び 資 本 合 計 ２９８，２７３ ２９０，８３５ ７，４３８ 
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重要な会計方針 
 
１．資産の評価基準および評価方法 
 (1)有 価 証 券 子会社株式および関連会社株式･･移動平均法による原価法 
           その他有価証券 
            時価のあるもの･･････････････決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
                           (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却 
                           原価は移動平均法により算定しております。) 
            時価のないもの･･････････････移動平均法による原価法 
 (2)デリバティブ ･･････････････････････････････時価法 
 (3)棚 卸 資 産 製品・半製品・仕掛品･･････････総平均法による原価法 
           原材料・貯蔵品････････････････移動平均法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産････定率法（ただし平成10年４月以降取得した建物(建物附属設備を除く)は定額法）に 
           よっております。 
           ただし、知多工場、知多型鍛造工場および知多帯鋼工場については、定額法によって 
           おります。 
           なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
              建  物   ７～50年 
              機械装置   ４～17年 
 (2)無形固定資産････定額法によっております。 
           なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に 
           基づいております。 
 (3)長期前払費用････均等償却によっております。 
 
３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 
   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して 
  おります。 
 
４．引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 
           念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し 
           ております。 
 (2)賞与引当金･･････従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込 
           額を計上しております。 
 (3)退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込 
           額に基づき計上しております。 
           数理計算上の差異は、10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か 
           ら費用処理しております。 
           （会計方針の変更） 
           当期より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号平成17 
           年３月16日）および「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」 
           （企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）が、平成17年３月31日に終 
           了する事業年度に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当期から同 
           会計基準及び同適用指針を適用しております。この変更により、当期の退職給付費用 
           が467百万円減少し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が431百万円増加 
           しております。 
 
５．収益の計上基準 
   長期・大型の請負工事（工期１年超・請負金額10億円以上）については、工事進行基準を採用して 
  おります。 
 
６．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法････････金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっ 
               ております。 
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象･･当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と、ヘッジ対象は以下のとおりであ 
               ります。 
                 ヘッジ手段･･･金利スワップ 
                 ヘッジ対象･･･借入金 
 (3)ヘッジ方針･･････････････金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
 (4)ヘッジ有効性評価の方法･･金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を省略 
               しております。 
 
８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理 
    消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 
 
追加情報 
 
  法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 
    「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、 
   平成16年４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当期より 
   「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 
   16年２月13日企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資 
   本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 
    この変更により、販売費及び一般管理費が 378 百万円増加し、営業利益、経常利益および税引前 
   当期純利益が同額減少しております。 
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貸借対照表および損益計算書の注記 
 

   当  期   前  期  
 
１．有形固定資産の減価償却累計額  255,416百万円 249,346百万円 
 
２．有形固定資産から直接控除した 
  圧縮記帳額 

 690百万円 492百万円 

 
３．偶発債務 
 (1)保 証 債 務 
 ( )内は、当社負担分を示した内数 

 
 (2)手形債権流動化に伴う買戻し義務額 

 
4,221百万円 
(1,063百万円)

 
322百万円 

 
4,889百万円 
(1,014百万円)

 
447百万円 

 
 (3)有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同社の有する建物が天災地変により 
   滅失または毀損した場合、524百万円を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っておりま 
   す。 
 
４．自己株式 

普 通 株 式 
 

276,721株 
66百万円 

 
199,117株 
36百万円 

 
５．リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
 
６．子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 
 

 貸借対照表計上額 2,060百万円 2,060百万円 
子会社株式 時      価 5,183百万円 3,063百万円 
 差      額 3,123百万円 1,003百万円 
 貸借対照表計上額 4,990百万円 4,990百万円 
関連会社株式 時      価 6,394百万円 4,594百万円 
 差      額 1,404百万円 △ 396百万円 

 
   なお、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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２．役員の異動 
 
 
 
 
    代表取締役およびその他役員の異動につきましては、４月22日開示済みです。 


